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This paper is to consider and organise problems like poverty， homelessness and transfig-
uration in local communities， aiming to comprehend and solve them. Various social prob-
lems emerge in local communities， and there are social exclusion/inclusion linking with 
changes in regional and local areas. In outreach activities for the poor and needy， there are 
some approaches and perspectives， and it includes needs for changes and recover of the 
communities and those functions. 
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1 .はじめに
ヤング (2007)によれば，地域社会の解体と既存
の労働秩序の崩壊は市場の力によって必然的に生じた
ものと捉えられる。それは個人主義の台頭と労働市場
の変容(多様化と脆弱化)という現象と同義的であ
る。その過程では労働と家族という仕組みが人々を包
摂し，安心を与え，生涯を保障することができなくな
るだけでなく，個人主義による私的空間の一般化によ
り他者を排除する社会へと変貌してきたということも
できょう。乙の不可逆的とみなされてきた変化の中で
否応なく放り出された人々をどのように支え，また支
え合うのか。その大きな課題に対崎し新たな変化をも
たらす場としての地域社会とその住民の役割が再び重
要視されている。地域で表面化してくる問題は，ミク
ロレベルで個別のソーシャルケースワークが必要なも
のもあれば，マクロレベルで社会政策等の機能不全や
不十分に関連するものもあり，またその間にあるメゾ
レベルでソーシャルアクションによって生活問題を抱
える当事者と政策や施策をつなぐ必要があるものなど
多様である。その中でもメゾ、レベルの状況を把握しつ
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つ，対処していく包括的な方略の必要が高まっている。
本稿では，生活困窮者に対する地域の福祉活動を検
討の材料としつつ，主に地域における問題はどのよう
なものか，またそれへの対応はどのようなものか，ま
たどのような意味を持ちうるのかについて整理するも
のである。
2.地域における社会問題
熊田 (2008)は「社会的支援の必要な者，すなわ
ちソーシャル・エクスクルージョンされた人々の生活
の場」が地域社会にはあり，それを基盤に支援や援助
を行う分野が「地域福祉」であると捉えている。
日本の地域におけるソーシャル・インクルージョン
を考えた場合，福祉NPOでは高齢者，障がい者，児童
などの対象者に対して複合的に支援を行い，対象老特
定しないことで，結果的にその理念を実現している場
合がある。それに学びさらに進めるには， NPOの取組
みを地域社会全体で拡大していくことが求められてい
る(熊田， 2008年)。
また， I最貧困かつパワーレス状態にあることと社
会的ネットワークの欠如の重複」の共存についてのス
ピッカーの指摘を受け，そのような状況下にある人々
を，1(自助努力では対応できない人に対象を限定する)
残余的福祉にゆだねることになりかねない」と述べる
渡辺 (2008)の見解にも注目したい。地域ネットワー
クを強化したり，その中に個人を包摂したりしていく
ことは，福祉コミュニティ形成には必要なものである
が，他方で「包摂できる人」を選定することを意味し，
その対象から外れた(排除された)者は福祉的救済し
か道がないとされるからである。事実，野宿者らの社
会復帰のために「有効な」手段は生活保護制度の利用
となっているが，その利用により地域社会の一員に
なって生活の再建が進むことが期待される一方では，
地域社会に適応できぬまま埋没してしまって見えなく
なる危険も多くあり，それゆえにアフターフォローの
重要性が強調され，実際に効果を挙げている。明示的，
非明示的に排除される人を支えるためには， 1"地域公
共性の対抗的相補として，社会運動やボランティアが
存在する」ことを認識しつつ，少なくとも帰属する拠
点としての居住地を確保した人らを受け容れていくよ
うに地域も変化することが求められている。
地方都市衰退とコミュニティ崩壊
多様な人々を包摂していくことが求められる地域社
会もその場所がどこであるかにより状況は異なる。主
要都市とそれ以外の地方都市との相違は多い。
人々の生活と住宅から地方都市の衰退をみた時に明
らかになる地方都市の衰退とコミュニティ崩壊の特徴
を整理すると以下のとおりである(鈴木， 2009年)。
① 高度成長政策に伴う産業政策により第二次産業が
発展する一方で，第一次産業衰退と「地方都市の経
済活動や生活文化活動の基盤」を脆弱化した
② 地方都市と周辺農村との間にある，生活基盤の有
機的連帯が希薄化した
③ 自動車化により郊外ニュータウン，工業団地の郊
外建設，公共公益施設の郊外移転が進展した
④ 少子高齢社会が地方都市や農村部で披行的に先行
した
⑤ 製造業生産拠点の海外移転により地方都市の第二
次産業が空洞化した
⑥ 地方都市における行財政逼迫化と地方分権の不徹
底により，産業経済の停滞だけでなく，公共サービ
スも持続的展開が困難になった
⑦ 地域社会における紐帯の脆弱化，コミュニティ帰
属意識の希薄化が進行した
? ?? ?
③ 「焼き畑農業的な住宅地開発」と公営住宅政策の
度重なる改正により周辺地域社会と同化したコミュ
ニティ形成が難しくなった
⑨ 構造改革における市場原理，規制緩和の中で追求
された「最大効率と最大利潤」は大都市還流型であ
り，地方経済の疲弊が進行した
とのうち，④，⑥，⑦には地域における福祉問題が
表面化し，意識化されやすいと思われる。④は都市部
と地方都市との地域間格差が拡大する中で，若年層は
都市部へ一方向的に流失し 地方での高齢化と人口減
少が進むものであり，そのアンバランスは限界集落化
の問題として既に指摘されている。⑤は地域に循環す
るお金のフローをみた場合に産業の不活発は地方税
収の減少につながり地方行財政にとっては深刻な問題
である。とのことは法人だけでなく個人からの税収が
関係し，④と関連するといえる。⑦は地域社会・コミュ
ニティが制度外のセーフテイネットとして機能しなく
なっていくことを示し，それゆえに「地域力」の強調
やNPO等による民間の支えあいが注目されるものと
なってきているといえる。
他方，これら3つ以外の特徴も地域における福祉生
活の視点在個別の生活のあり方からコミュニティや地
方自治体などメゾレベルの経済生活や政策まで拡大す
れば，自ずと関連性が明らかになってくる。むしろそ
れらの見えにくい生活背景の理解が地域の活性化には
必要であるといえる。こ乙数年の経済情勢の中にあっ
て，厚生労働省のホームレス全国調査によるホームレ
スの数は減少しているが，労働市場の低迷の中で各種
の緊急対策がなされ，生活保護適用も広く認める状況
にあることを認識する必要があり，またその中での若
年者の増加傾向にも注目する必要がある。さらに広く
備轍し，ホームレスが全国の隅々に滞留していること
から，リスク下にある人や生活保護受給者を含む生活
困窮者への対応には地域の変化と現況の把握が重要で
あるといえる。
3.生活困窮者の支援と陥葬
そのような地域の変遷の中で，支援を必要とする人
らにはどのように対応していくべきなのか。
ホームレス対策の観点からは「就労と福祉の複線的
アプローチによる関係性の回復・再構築」が必要との
見解がある(山田， 2009年)01"住居の確保と収入源
の確保」を通してホームレス状態になった人らに家族
や友人・知人といった人との関係を取り戻すことを目
指すものである。就労と福祉を合わせて対応していく
方法は，両者が密接であるにも関わらず組織的な連携
は進んでとなかった。しかし 2005年度以降に自立
支援プログラムが導入されて以降， 1就労自立J1経済
的自立」が強調されるようになった状況では，福祉事
務所の援助実践がどのように展開されるかを見る際に
注目すべき視点、を与えているといえる。
社会生活への順応性の低さ，傷つきゃすさなどを指
して「パルネラピリティ」と捉えることができ，そう
した人々には「個別具体的な生活支援」が必要である(秋
元， 2007年)。このパルネラピリティの問題は，かつ
て生活が今ほど多様でなく家族形態や生活単位が典型
をもって示されうる時代には，比較的容易に特定する
ことができ，社会サービスの利用によって生活の維持
改善がみられたが，経済成長に伴う社会変動により安
定した地域社会や家族は失われ，人々が抱える生活問
題は複合化・多重化され，社会生活をうまくこなして
いくためには一定のスキルが求められるようになって
きている。このことは新しい技術をうまく取り入れら
れないために，職場を含む生活への適応が難しくなっ
たり，情報の非対称性からくるデジタルデ、パイドに
よって不利な立場にいることを強いられたりする，生
活のしづらさを惹起させていることにも注目すべきで
ある。そして，労働市場でひとたび雇用の「席」を失
うと上ることが容易で、ない階段の階下ヘ転落してしま
う (1カフカの階段」理論;生田)や，滑り台の下ヘ滑
落じてしまう (1滑り台社会」理論;湯浅〉と言われる，
再起が困難な社会の中では，個人もその環境も生活不
適応の中に埋没しまい，支援は容易でないといえる。
さらにホームレス問題のように社会的排除と密接な貧
困問題ともなると，支援そのものをも否定されかねな
い。自己責任論はその一例といえるであろう。
制度の谷聞
社会保障の本旨は，個人が背負うリスク，すなわち
傷病・出産・障害・死亡・加齢・失業などの生活を送
る上で生じる問題について貧困を予防(防貧)し，ま
た貧困者を救い(救貧)，所得移転や社会サービスの
給付等によって生活を安定させることであるが，その
すべてについて常に保障されているわけではなく，社
会保障制度審議会が示す必要要件を満たさねばならな
い。身近なととろで分かりやすいのは各種社会保険に
は保険料・税の支払いが求められていることである。
乙の対応は，制度設計上，必要なことであるが，家庭
や就労を基本に構築されている特徴から，野宿状態に
?
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??
ある人らはそうした制度の利用から零れ落ちてしまう
のであり， 1谷間の福祉」問題といえる(平成21年度
社会福祉トップセミナ一報告， 2009年)。
1995年に発表された日経連の「新時代の『日本的
経営j]Jにより労働者を「長期蓄積能力活用型グルー
プJI高度専門能力活用型グループJI雇用柔軟型グルー
プ」に分類したことは良く知られているが，この内「期
間の定めのない」安定した雇用契約は最初のもののみ
で，後者2グループは不安定な有期雇用契約となって
いる。また，派遣労働の範囲が広がり製造業もその対
象となると，仕事と住居がセットになっていることが
多いために，仕事を失うことは住居も失うことを意味
するものとなった。とのことは，上に示した社会保障
でいえば，失業し住居も失うと社会的に支援する仕組
みの大半が失われ，すべて生活保護に拠らざるを得な
いセーフティネットの問題として広く認識されつつあ
るといえる。
4.地域支援活動と支援のあり方
生活困難者に対する支援と問題についてみたが，そ
れを含んで地域で支援活動をするにはどのような方法
(知識や技術)や価値があるのか。
セツルメントは，知識人が貧困地域等に定住し，日
常的な人格交流を重ねることで地域住民の意識向上や
福祉増進がはかられていくことを目的とするが，その
当事者性や自発性に注目すると，支援する者，支援を
受ける者の聞で「対等な関係の構築とともに自立支援
をめざす」ものと捉えるととができる(柴田，2007年)。
柴田 (2007)は，貧困問題においては「住宅改善や
所得保障，雇用対策などによる制度的な解決が必要な
側面には社会政策が必要」との見解を示し，セツルメ
ント活動における限界を示している。確かにセツルメ
ント活動は自に前にある問題状況の改善という点では
比較的短期に著効を示しうるが，その事態が構造的に
作り出されている場合に，その根本原因を直ちに修正
するものではなく，アブローチ法としてはメゾ・マク
ロの視点からソーシャルアクションを伴わなければ現
状を変えていくことは困難と言える。
「利用者民主主義Jの考え方
排除しない社会のあり方を追究していく中では様々
なガバナンスの可能性がみえてくるが，その基盤にあ
るのは民主主義であり，人間の尊厳という価値といえ
る。利用者の主体性や当事者性を引き出しつつ社会の
中に包摂する努力は，父権的な取り込みでは十分な効
果をあげることができない。失業者など生活困窮者ら
は生きづらさ，生き難さを抱えつつもパワーレス状態
に陥りやすく，自分の利益を自ら守ることが不得手で
ある。ここに求められるのは当事者が正当に自己擁護
できる民主主義であり，特に公共サービスの利用をめ
ぐる「利用者民主主義」といえるものである(宮本，
2009年)。これはセーフティネットをどう張り巡らせ
るのかの議論の中で据えられるべきもので， 2004年
に『生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書』
の中で確認された「利用しやすく自立しやすい制度へ」
という考え方が端的に示しているといえる。
公的就労という仕組み
その際に，公共サーピスの利用のしやすさの一方に
は，利用の要件・理由がなくなった時には利用者E止め
ることが想定されるのであり，とりわけ現況では就労
をどうするのかが課題である。行政は自ら仕事を作る
ことには消極的で，民間にある仕事を得るための就労
支援を進める立場とされてきた。それは民業を圧迫し
ないということもあるが，既にある行政機関の役割分
担を前提とした就労自立が進められてきたために，新
たな予算措置が困難であるという事情もある。
しかしながら，依然として仕事を得られずに生活保
護受給者が180万人に達している状況では，保護費支
給の負担が肥大化するばかりである。そして，若年層
を中心にした稼動年齢にある人らは何もできぬままに
最低限の生活を続けることとなる。このことは失業状
態が収入を得られないという当面の問題だけを意味す
るのではなく，将来に向けての貯蓄や技能，知識といっ
た蓄えを持てないことも意味する。そのような中で，
就労意欲の減退や社会的なコミュニケーション不全を
惹起してしまう。後者のコミュニケーションについて
は，その能力を重視する傾向が高まり，リスク社会で
はコミュニケーションに基づく合理性が強調されてき
ていることも看過できない。
そのように見たとき，生田 (2007)が主張する公
的就労を実施・拡大する対策は注目に値する。ここで
は，生活保護が一方的な生活費用の給付であるのに対
し，公的就労では労働を伴う現金給付と捉えていると
ころに特徴があると思われる。乙の具体的な事例は大
阪市が1994年に開始した「高齢者特別清掃事業」で
あり，あふれる失業者への対策として，大阪市が市内
の清掃を作り出し，地元のNPOに業務委託している。
登録制をとり，登録者に清掃等の仕事が与えられるの
???，
は月に3回程度，月収としては2万円に満たない状況
であるが，しかし就労の機会提供とそれを通した社会
性の維持の面で，評価はしにくいものの効果を挙げて
いると思われる。また，同事業は「高齢者」対象とし
つつ，実際には実情に即して55歳以上の人に対象を
広げている。このような これまでの行政のあり方か
ら一歩進んだ対策が求められている。財政難の中に
あって，これまでの行政のあり方を見直しつつも新た
な雇用創出機能を具備し，雇用対策に一歩進むことが
求められている。その際には ウィリアムズが主張す
るように， I完全雇用 (fulemployment) Jの達成で
はなく，すべての人が社会の中の有用な活動に関わる
「完全参加 (ful!engagement) Jを目指し，それが形
式的なものにならないためにボランティア活動等の実
績も税控除の対象として「労働市場以外の無償労働を
社会的に評価」する仕組みも必要になってくると思わ
れる(宮本， 2009年)。そとでは，意識転換と制度等
の構造の変換が伴わなければならない。
ソーシャル・キャピタルへの注目
ソーシャル・キャピタルは「信頼，相互扶助などコ
ミュニティのネットワークを形成し，そこで生活す
る人びとの精神的な紳を強めるようなものJ(野口，
2008年)を意味し，社会関係資本と訳されることが
多い。その中には信頼と互酬の規範があり，そのプラ
スの効果に注目する乙とが多いと思われるが，その
ネットワークには「接合型J(bridging)と「結束型」
(bonding)の2つがあり，前者は福祉コミュニティ
を構築するために有用であるが，後者は「ソーシャル・
キャピタルからの受益の範囲限定性や排他性」を内包
するものである(野口， 2008年)。すなわち，包摂的
でありかつ排除的であるという特徴をもっ。
そのことを踏まえたうえで 地域社会におけるソー
シャル・キャピタルの効果については以下のととが指
摘されている。
① 犯罪抑止効果
② 住民の健康増進，出生率向上
③ 教育効果(地域の教育内容・教育力の向上)
④ ソーシャル・キャピタルの蓄積効果(地域の問題
解決能力の向上など)
地域の凝集性や活力の減退が指摘される中では，乙
のソーシャル・キャピタルの効果は示唆的であり，地
域の再生を目指す場合に不可欠の要素であるといえ
る。このソーシャル・キャピタルを創造するのも，そ
れから受益するのも地域住民であるが，まずはその地
域住民であることが必要になる。
F福祉の地域力」の視点
生活問題が現行の制度では十分に対応できなくなっ
てきている状況の中で 住民の地域での支えあいを施
策として位置づけていく考え方がある。自発的な地域
住民の活動を下支えする行政の役割を確認するもので
ある(全国社会福祉協議会， 2008年)。平野 (2009)
は地域福祉の推進力を「地域の福祉力」と「福祉の地
域力」が合わさって形成されるものと捉えているが，
後者は福祉に関わる各ワーカーや行政福祉担当者が地
域の現場で，地域のやり方に応じてかかわり， I地域
のもつ潜在能力(地域の福祉力)Jを生かしていくこ
とを意味する。そこには「地域の取り組みを信頼し自
発的な活動を邪魔しないJ，積極的な自発性の尊重の
視点が見える。
との視点は，官民協働のパートナーシップを，活動
の場面(現場)での関係で捉えなおしたものであり，
上に見た2つの力では「福祉の地域力」の強弱が「地
域の福祉力」形成に影響する関係性がみえる。行政と
地域住民がどのようにかかわりながら福祉コミュニ
ティを形成していくのかを考えたとき，福祉行政の
様々な場面で求められる当事者参加が形骸化しないた
めに有用であると考える。ただし，その当事者がどの
範囲までを含むのか，自発的な求めをしにくい人らの
声をどのようにまとめるか，という現実的な相談援助
の場面を考えると，アドボカシーの重要性が見えてく
るように思われる。
5.最後に
地域における貧困問題を社会問題として捉え，今と
こにある現状が特別な，特定の集団に偶発的に生じて
いる問題ではなく，どこにでも生じうる問題であると
認識することが，この種の問題を解決に導くために求
められる。昨今の「貧困の確認作業」の中で子どもの
貧困が注目されるようになったが，そこでは「見ょう
としないと見えない貧困」と喰えられている。それに
倣って野宿者問題を捉えるなら， I見えるが，見なかっ
たことにする貧困」といえるかもしれない。自らもそ
の立場になりうると考えない限りはともに支えあう意
識は生まれてこない。地域住民による野宿者支援は社
会生活やつながクの再構築を意味するものと捉え，日
常的な関わりをつくり維持していくことが重要である。
本論からは外れるが，団塊の世代が高齢者となる
??っ ?
2015年以降にその「若い高齢者」の力を知何に地
域の中に取り込んでいくかの問題がある。地域を変化
させていく潜在力と捉えたとき この層の人々の地域
における社会問題への理解と問題解決への協力を促す
ととの研究と実践が求められているといえよう。
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